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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　東北特殊鋼株式会社（以下「当社」という）は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図ることをコーポレートガバナンスの基本方針としま
す。その実現に向け、株主の皆様をはじめとしたステークホルダーの皆様のご期待に応え、経営の迅速化と透明性を向上し、企業統治と内部統
制システムを充実させ、業務が適正かつ効率的に執行されるための取組みを行っております。

　また当社は、法令、国際ルールおよびその精神を順守するとともに社会的良識を持って行動することを宣言する「東北特殊鋼企業倫理憲章」を
制定し、経営理念およびスローガン「革新技術で、未来をつくる」を実現するため、以下の９原則を順守し社会的良識をもって行動することとしてい
ます。さらに、経営者をはじめすべての従業員の具体的な行動指針として、「東北特殊鋼の行動基準」を策定し、社会に開かれた企業としての基
盤の整備に努めております。

〈経営理念〉

我が社は、創立の精神「東北大学の指導により高級特殊鋼を製造し、産業界に貢献する」を基に、需要家の要求する素材の研究開発、並びに製
造と、総合エンジニアリングによる特色ある商品の提供によって、企業の永続的発展をはかる。

このため我々は、創造性を求めて挑戦する積極性と変化に迅速に対応する柔軟性を持たなければならない。

〈東北特殊鋼企業倫理憲章　９原則〉

１．顧客、社会に信頼され、満足される「技術・サービス・品質」を通じて社会に貢献する。

２．環境問題は、人類共通の課題であることを認識して、積極的、自主的に行動する。

３．良き企業市民として、企業倫理・法令順守による企業活動を行う。また、個人情報・顧客情報を適正に管理し、個人の権利、利益を保護する。
国際的な事業活動においては、現地の文化・慣習を尊重し、その発展に貢献する経営を行う。

４．公正、透明、自由な競争と適正な取り引きを行う。また、政治、行政との健全かつ正常な関係を保つ。

５．市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体とは断固として対決する。

６．株主をはじめ社会と広くコミュニケーションを保ち、企業情報を的確かつ公正に開示する。

７．社員の多様性、人格、個性を尊重するとともに、安全で働きやすい環境を確保し、ゆとりと豊かさを実現する。

８．経営トップは、本憲章の精神の実現のため、率先垂範して社内への徹底、グループ企業・取引先への周知および社内体制の整備を行うととも
に、本憲章に反する事態が発生したときには、自ら問題解決にあたり、迅速かつ的確な情報公開を行い、再発防止を努め、厳正な処分を行う。

９．経営トップは、財務報告の信頼性について「合理的な保証」を提供するのに必要な統制と、それらの運用状況の評価を継続的に実施する仕組
みを構築し、不断の見直しを行い、その改善・充実を図る。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【対象コード】

　２０２１年６月の改訂後のコードに基づき記載しています。

【補充原則１－２②】

　当社では、株主の皆様が株主総会議案の十分な検討期間を確保することができるよう、招集通知の早期発送に努めてまいりました。2021年の
定時株主総会につきましては、新型コロナウイルスの感染拡大の影響を受け、従業員や監査業務に従事する方々の安全確保に配慮した結果、
招集通知の発送時期が会日の２週間前となりました。今後は招集通知を株主総会開催日の３週間以上前に発送するとともに、発送日前に、
TDnetや当社のウェブサイトにより電子的に公表いたします。

【補充原則１－２④】

　当社の株主構成、総会運営、費用対効果等を勘案したうえで、会社法上の電磁的方法による議決権行使制度は利用しておりますが、議決権電
子行使プラットフォームの利用および招集通知の英訳は実施しておりません。今後につきましては、機関投資家や海外投資家の割合を踏まえ検
討してまいります。

【原則１－４．政策保有株式】

（１）政策保有に関する方針

　当社は、政策保有株式として保有する上場株式について、中長期的な企業価値の向上の観点、取引関係の維持・強化、地域の経済成長・活性
化等を目的に株式を保有することとしております。

（２）保有の適否の検証

　当社は、中長期的な経済合理性や保有先との関係性を踏まえ、毎年保有の適否の検証を行っておりますが、2021年３月期については取締役会
での検証は実施しておりません。今後は、毎年、取締役会で保有の適否の検証を行ってまいります。

（３）政策保有株式に係る議決権の行使に関する方針

　政策保有株式に係る議決権については、当社および投資先企業の企業価値向上に資するか否か等を勘案し、中長期的な視点で議決権を行使
することとしております。内容が当社の株主価値を毀損するおそれのある議案については、当社は肯定的な判断を行いません。

【補充原則２－４①】

　当社は、多様性の確保と人材の育成が中長期的な企業価値向上に繋がるものと考えるのと同時に当社の重要課題と認識しています。また、中
途採用者についてはスキル・経験等を総合的に判断し、管理職への登用を行っている一方、女性・外国人につきましては、管理職への登用数が



現状、十分ではないと認識しております。今後、当社の中核人材として、その比率が高まるよう人材育成および社内環境の整備に努め、今後の多
様性確保に向けた施策と目標について策定次第開示いたします。

【補充原則３－１③】

　当社は国際的環境基準であるISO14001を2000年に取得し、会社一丸となり環境に対する取り組み行っており、地球環境の保全が人類共通の重
要課題であることを認識し、下記のとおり、環境方針を定め、事業活動の全域で環境保全に積極的に取り組んでいます。また、「環境委員会」を設
置し、製造過程の見直しや省エネ活動等の実施と施策管理を行いつつ、全社として関連法令への遵守に取り組んでおります。

　中期経営計画においては、人材多様化を促進するとともに人事制度見直し、全社階層別育成プログラム完成させること、社会変革を支える環境
価値を生む開発商品を提供することを掲げました。今後、新たな経営計画策定の際に、人的資本および知的財産への投資等を計画に盛り込む場
合は、当該情報について積極的に開示をいたします。

【環境方針】

1.環境に関する法規制はもとより、県・町及び業界・地域等との取り決め事項を順守する。

2.環境保全に関する環境目的及び目標を明確にして計画的に活動すると共に、自主監査により活動状況と結果を確認し、タイムリーに必要な見
直しを行う。

3.事業活動の中で環境影響を的確に捉え汚染防止に努めると共に、省エネ・省資源・リサイクル化を積極的に推進し、環境負荷低減の継続的な
改善に努める。

4.環境方針を文書化し、組織で働く又は組織のために働くすべての従業員に周知するとともに外部に対して開示する。

【補充原則４－１③】

　現在、最高経営責任者である代表取締役社長の後継者計画は策定しておりません。当社の取締役会は、社長を含む経営幹部候補者の計画的
な育成は、最も重要な経営課題の一つであると認識しております。最高経営責任者等の後継者については、社内外含め幅広く情報を収集し、当
社の経営理念や経営戦略を踏まえ、慎重に検討しております。

【原則４－２. 取締役会の役割・責務(2)】【補充原則４－２①】

　当社では、監督機能（取締役会）と業務執行機能（執行役員）の分離を行うことを目的とした執行役員制度を導入しており、経営陣幹部による適
切なリスクテイクを支える環境整備に努めています。

　取締役会では、説明責任の確保に向けて、独立した客観的な立場において多角的かつ十分な検討を行うとともに、経営陣幹部の迅速・果断な
意思決定を支援しています。

　また、業績向上や企業価値の増大、株主重視の経営意識を高めるため、下記「【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】」の【原
則３－１．情報開示の充実】（ⅲ）に記載のとおり報酬を決定するにあたっての方針と手続を定めております。

　客観性・透明性の高い報酬決定プロセスをはじめ、中長期的な業績と連動する報酬制度等については、今後の検討課題のひとつであると認識
しております。

【補充原則４－２②】

　取締役会は、中期経営計画策定においては、人材多様化を促進するとともに人事制度見直し、全社階層別育成プログラムを完成させること、社
会変革を支える環境価値を生む開発商品を提供することなど、基本的な方針を策定し開示しております。人的資本・知的財産への投資等の重要
性を認識し、今後、新たな経営計画策定の際に、人的資本および知的財産への投資等を計画に盛り込む場合は、当該情報について積極的に開
示し、実効的に監督を行える体制を検討いたします。

【補充原則４－３②】

　当社を取り巻く経営環境が大きく変化していることから、現時点の議論により当社の代表取締役社長に相応しい知識、経験、能力の基準を設け
ることが必ずしも適切ではないと考え、評価基準や特別な選任手続は定めておりません。当社の中長期の経営戦略を見据え、客観性・適時性・透
明性ある手続にて選任するための体制を含め、当社の検討課題と認識しております。

【補充原則４－３③】

　現時点で代表取締役社長の解任に相当する一律の評価基準や要件を定めておりませんが、代表取締役社長を含む取締役、監査役および経営
陣幹部の指名にあたっては、これまでの経験、知識および能力を総合的に判断のうえ、取締役会にて決定しており、明確な法令違反等があった場
合には直ちに解任することとしております。

【原則４－８. 独立社外取締役の有効な活用】

　当社は現時点で独立社外取締役を１名選任しております。現任の独立社外取締役は、当社の業務内容に精通しているだけでなく、企業の経営
者としての専門的知見や、海外を含むグループ子会社を長年統括してきた企業経営者としての豊富な経験から助言を行うなど、経営方針や経営
計画に対する意見と指摘、業務執行や利益相反の監督、ステークホルダーの意見の取締役会への反映を行っており、経営の監督と取締役会の
意思決定の妥当性・適正性を確保するための独立社外取締役に求められる役割・責務を十分に発揮しております。

　しかしながら、当社のガバナンス体制の更なる強化のため、独立社外取締役の増員については、重要な検討事項と認識しております。当社の本
拠地である宮城県柴田郡村田町にて、経営理念と経営課題を踏まえ当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に寄与し、経営の監督と
経営の意思決定の妥当性、適正性を確保することが可能となる独立社外取締役を複数選任できるよう努めてまいります。

【原則４－９.　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当社は、会社法および東京証券取引所が定める基準に加えて、経営に対する幅広い見識を有し、当社経営に対し適切な意見をいただけること
を重要視しておりますが、今後取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保できる判断基準について検討してまいります。

【補充原則４－10①】

　当社は、監査役会設置会社であり、任意の指名・報酬委員会を設置しておりません。取締役会の意思決定および監督機能の強化ならびに経営
環境の変化に迅速に対応できる機動的な体制を構築し、コーポレート・ガバナンスの一層の強化の観点から、2021年６月に執行役員制度を導入
し、監督機能（取締役）と業務執行機能（執行役員）の分離を行いました。今後統治機能の更なる充実とともに多様性やスキルの観点を含め充実
を図ることができるよう、任意の指名・報酬委員会の設置・活用等について引き続き検討してまいります。

【原則４－11. 取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

　当社の取締役会は、経営、研究、製造、営業等の各分野において専門知識と豊富な経験を有した人員で構成されており、取締役会としての役
割・責務を実効的に果たすための多様性と適正規模を両立した形で構成されていると考えております。しかし、女性取締役の選任をはじめとした
多様性の確保が当社の重要課題の１つであると認識しており、多様性ある構成になるよう努めます。

　また、当社の監査役は、豊富な経験を有する者から選任し、うち１名は金融業界における幅広い見識があり、財務・会計に関する十分な知見を
有しております。

　取締役会の実効性に関する分析・評価は実施しておりませんが、今後外部委託による実効性評価も含め検討し、当社にとって的確な取締役会



機能向上の施策の検討に努めます。

【補充原則４－11①】

　取締役候補および監査役の指名、経営陣幹部の選任については、宮城県柴田郡村田町を拠点として事業活動を行う当社の企業価値の向上と
経営課題に適格に対応しうる最適な体制となるよう、個々人の経験・識見・専門性はもとより、取締役会・監査役会全体の規模・バランスや社外取
締役の員数を総合的に判断して取締役会にて決議することを方針としております。

　各取締役のスキル・マトリックスは、開示しておりませんが、招集通知および有価証券報告書に記載している役職、経歴、選任理由により各取締
役の役割、経験等は理解できるものと思っております。また、独立社外取締役は、他社の経営経験を有する者であり、適宜、経営環境や事業特性
等に応じた適切な意見を頂戴しております。取締役の選任に関する方針・手続は下記「【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】」
の【原則３－１．情報開示の充実】（ⅳ）に記載のとおりとなります。今後も、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上の観点から、取締
役会全体としての知識・経験・能力のバランスや多様性および規模が最適となるよう努めてまいります。

　また、スキル・マトリックスをはじめとした取締役の有するスキル等の組み合わせの開示については、今後検討してまいります。

【補充原則４－11③】

　取締役会の実効性に関する分析・評価は実施しておりませんが、今後第三者機関による実効性評価も含め検討し、当社にとって的確な取締役
会機能向上の施策の検討に努めます。

【原則５－２. 経営戦略や経営計画の策定・公表】

　当社は、株主価値を中長期的に高めるために持続的な成長が必要と考え、成長投資とリスクを踏まえた株主資本水準の保持が資本政策の基
本であることを認識しています。当社は、財務体質と経営基盤の強化を図りつつ、業績に裏打ちされた成果の株主還元を基本方針としております
が、一事業年度において一定の配当性向を保つという考え方ではなく、安定した利益還元を継続していくことを特に重視しております。　

　なお、当社は中期経営計画を策定しており、収益力に関する目標を設定しております。今後経営計画を策定するにあたっては、事業ポートフォリ
オの見直しや、設備投資・研究開発投資・人財投資等を含む経営資源の配分等に関し具体的な実行内容について、株主に分かりやすい言葉・論
理で明確な開示に努め、自社の資本コスト等を踏まえ、収益計画や資本政策の基本的な方針を示すとともに、株主資本利益率（ROE）を経営指標
の一つとして目標値を設定し公表することを検討してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【対象コード】

　２０２１年６月の改訂後のコードに基づき記載しています。

【原則１－４．政策保有株式】

　本報告書の【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】に記載しております。

【原則１－７．関連当事者間の取引】

　当社は、当社と取締役または執行役員との間で競業取引および利益相反取引を行うにあたっては、当社および株主共同の利益を害することが
ないよう法令および取締役会規程に基づき、取締役会の承認を要することとしています。また、当社が主要株主等と取引を行う場合の条件につき
ましては他の取引先と同等の条件とし、適時価格交渉を行い、市況を踏まえて決定しております。

【補充原則２－４①】

　本報告書の【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】に記載しております。

【原則２－６．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社の退職金制度は企業型確定拠出年金制度を採用しており、企業年金自体が存在せず、当社の財政状況への影響もございません。

　なお、当該制度の運用にあたりましては、専門性の高い運営管理機関を選定しております。また従業員の安定的な資産形成に寄与すべく、入社
時に説明を行うとともに、マッチング拠出制度等を導入しております。

【原則３－１．情報開示の充実】

（ⅰ）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

　経営理念につきましては、本報告書「Ⅰ １．基本的な考え方」をご参照ください。中期経営計画につきましては、当社ウェブサイトにおいて掲載し

ております。

（ⅱ）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方は、本報告書「Ⅰ １．基本的な考え方」および有価証券報告書に記載しております。

（ⅲ）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

　当社の持続的な成長を図り、業績向上に対する健全なインセンティブが機能することを目的とし、当社は2021年３月30日開催の取締役会におい
て、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を次のとおり決議しております。

（イ）基本方針

　当社の持続的な成長に向けて健全なインセンティブが機能することを目的として、個々の取締役の報酬等の決定に際しては、各職責を踏まえ、
第三者が調査した民間企業の役員報酬等の情報を参考に適正な水準とすることを基本方針としております。

（ロ）取締役の個人別の報酬等の構成

　2010年６月29日開催の第111期定時株主総会の決議に基づき、報酬等の限度額である年額200,000千円以内で、社内取締役については役員経
験年数を加味した「月額報酬」（固定報酬）と業績向上に対するインセンティブを与えるための「賞与」（業績連動報酬）で構成しております。また、
社外取締役については、経営上の意思決定や業務執行についての監視・監督の役割から賞与は支給せず、経験年数を加味した「月額報酬」（固
定報酬）としております。

（ハ）業績連動報酬等に関する方針

　企業の営業・財務活動の結果であって、総合的な収益力を示し、業務執行の成果が直接的に反映されることから経常利益を指標としておりま
す。また、当社の業績連動報酬は、基準額に対し経常利益を指標とした業績係数を乗じ決定しております。

（ニ）報酬等の割合に関する方針

　当社では、「月額報酬」（固定報酬）と、経常利益を指標とした「賞与」（業績連動報酬）を中心とした「金銭報酬」にて取締役の個人別の報酬等を
構成しており、「非金銭報酬」は支給しておりません。

（ホ）報酬等の付与時期や条件に関する方針

　「賞与」については、取締役会が賞与支給が適切でないと判断したとき以外は、年１回一定の時期に支給しております。

（ヘ）報酬等の決定の委任に関する事項

　報酬等の決定は、取締役による業務執行を統括し、経営を監視・評価する立場にある代表取締役社長に委任しております。



また、当社の監査役の報酬等については、2010年６月29日開催の第111期定時株主総会において、報酬限度額は年額50,000千円と決議しており
ます。これを上限として監査役については監査役の協議によって決定いたします。

（ⅳ）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

　取締役・監査役の指名、経営陣幹部の選任については、宮城県柴田郡村田町を拠点として事業活動を行う当社の企業価値の向上と経営課題
に適格に対応しうる最適な体制となるよう、個々人の経験・識見・専門性はもとより、取締役会・監査役会全体の規模・バランスや社外取締役の員
数を総合的に判断して取締役会にて決議することを方針としております。なお、監査役候補の指名については、事前に監査役会の同意を得たうえ
で、取締役会に付議することとしております。

　一方、経営陣幹部に法令・定款に違反する行為があったとき、もしくは各人がその役割・責務を果たすことができないと認められたとき、取締役会
は調査・協議の上で解任について判断する方針としております。なお、取締役・監査役の選解任については、取締役会の決議を経て株主総会に
選解任議案を上程し、その決議をもって決定いたします。

（ⅴ）経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の個々の選解任・指名についての説明

　取締役・監査役候補の選任理由については、招集通知の株主総会参考書類に記載しております。また、解任が発生した場合は、都度、招集通
知の株主総会参考書類に解任理由を記載いたします。

【補充原則３－１③】

　本報告書の【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】に記載しております。

【補充原則４－１①】

　当社取締役会は法令または定款で定められた事項をはじめ、経営方針や事業計画、投資計画、子会社の設立・出資など、「取締役会規程」に定
めた経営に関わる重要事項の意思決定を行うとともに、業務執行の監督を行う機関と位置付けています。また、「取締役会規程」をはじめとした各
規程により、設備投資や契約などの業務項目毎に、主に一定金額未満の規模の案件について、代表取締役社長、担当役員等に決定を委ねるこ
とを定めています。また、連結業績へ大きな影響を与える投融資については取締役会に付議し、その他の法令上可能な業務執行の決定はすべて
代表取締役社長に委任することとしています。

　なお、重要事項については経営会議等の会議体における審議を踏まえることにより、様々な観点からの検討・モニタリングを通して、適正な意思
決定が図られるよう努めています。

【原則４－９.　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　本報告書の【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】に記載しております。

【補充原則４－11①】

　本報告書の【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】に記載しております。

【補充原則４－11②】

　当社は、取締役および監査役の重要な兼職の状況を招集通知や有価証券報告書において毎年開示しております。

【補充原則４－11③】

　本報告書の【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】に記載しております。

【補充原則４－14②】

　当社は、新任の役員に外部有識者によるトレーニングを提供し、法的知識を含めた求められる役割・責務の理解促進に努めるとともに、継続的
に取締役および監査役に対して研修および取締役会事務局による情報提供を行っております。また、社外役員の就任時には、工場視察など、会
社・事業内容を理解するための機会を提供しております。

【原則５－１. 株主との建設的な対話に関する方針】

　当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するよう、総務経理担当取締役が株主との対話全般の統括を行い、総務人事部総務
チームを窓口とし、経営企画部、経理部と連携しながら、IR担当者が適宜IRを実施しております。また、合理的な範囲で取締役または執行役員の
ほか、事業担当幹部が面談に応じております。対話の場において株主から寄せられた意見や要望については、面談記録を作成し、経営陣幹部に
報告し、情報共有を図っています。また、当社インサイダー情報管理規程に基づき、未公表の重要事実の管理を徹底しております。また、個別面
談以外の対話の手段の充実に関する取組みとして、中期経営計画の開示およびIRコンテンツを当社ウェブサイトに公開しております。引き続き個
別面談以外の対話の手段の充実に関する取組みについて検討してまいります。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

大同特殊鋼株式会社 2,549,500 33.86

岡谷鋼機株式会社 752,000 9.99

光通信株式会社 683,800 9.08

ビービーエイチ フォー フィデリティ ロー プライスド ストック ファンド（プリンシパル オール

セクター サブポートフォリオ） （常任代理人　 株式会社三菱ＵＦＪ銀行）
613,224 8.14

東京窯業株式会社 594,000 7.89

株式会社七十七銀行（常任代理人　株式会社日本カストディ銀行） 300,666 3.99

三井住友信託銀行株式会社（常任代理人　株式会社日本カストディ銀行） 200,000 2.66

芝本産業株式会社 173,466 2.30

株式会社日本カストディ銀行株式会社 （信託口） 140,700 1.87

ビービーエイチ グループ　トラストベネフィット（プリンシパル オール

セクター サブポートフォリオ） （常任代理人　 株式会社三菱ＵＦＪ銀行）
104,051 1.38



支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 JASDAQ

決算期 3 月

業種 鉄鋼

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 9 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 5 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 1 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

牛込 進 他の会社の出身者 ○

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

牛込 進 ○ 東京窯業（株）　代表取締役会長

・経営全般に関する見識が高い

・牛込氏は、当社との間に特別の利害関係は

なく、独立性が高く、一般株主と利益相反が生

じるおそれがないことから、独立役員に指定

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名



監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役は定期的に会計監査人から会計監査の方法、結果等について報告および説明を受け、意見交換をしております。

　また、監査役は内部監査部門から内部監査の報告を受けるほか、内部監査部門と定期的に会合をもち、情報の交換を行うなど緊密な連携を
図っております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

氏家 照彦 他の会社の出身者 ○

北浦 史朗 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

氏家 照彦 ○ （株）七十七銀行　代表取締役会長

・経営全般に関する見識が高い

・氏家氏は、当社との間に特別の利害関係は

なく、独立性が高く、一般株主と利益相反が生

じるおそれがないことから、独立役員に指定

北浦 史朗 　 大同興業（株）　執行役員経営企画部長
鉄鋼業界に関する知見が豊かで、経営全般に
関する見識も高い

【独立役員関係】

独立役員の人数 2 名

その他独立役員に関する事項

　当社は、独立役員の資格を満たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入



該当項目に関する補足説明

会社業績との連動性を確保する報酬体系の導入のみ実施しております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

有価証券報告書および招集通知（事業報告）において役員の報酬等の総額を記載しております。

なお、有価証券報告書および招集通知（事業報告）は当社ウェブサイトに掲載しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

本報告書のⅠ【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】 【原則３－１.情報開示の充実】「（ⅲ）取締役会が経営陣幹部・取締役の報

酬を決定するに当たっての方針と手続」に記載しておりますので、ご参照ください。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　当社は社外取締役（社外監査役）のサポートとして、総務人事部総務チームを窓口とし、円滑な情報交換および情報提供を行うとともに、経営
陣、取締役会、監査役会と社外取締役および社外監査役が連携を行う体制を整備しております。

　重要事項の決定にあたっては、社外取締役（社外監査役）へ事前説明を行ない、取締役会および監査役会を欠席した社外取締役（社外監査役）
には関係書類の送付を行うとともに、決議事項の報告を行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

１．コーポレート・ガバナンス体制の概要

　当社は、企業を持続的に発展させるため、企業価値を高め、競争力を強化することが重要であると認識し、適格な企業統治と内部統制システム
を充実させることにより、業務が適正かつ効率的に執行されることを確保するとともに、経営判断の迅速化と透明性を向上させることを目的とし
て、グループ経営全般ならびに業務執行に関する報告・決定を行っております。

　また当社は、法令、国際ルールおよびその精神を順守するとともに社会的良識を持って行動することを宣言する「東北特殊鋼企業倫理憲章」を
制定し、経営者をはじめすべての社員の具体的な行動指針として、「東北特殊鋼の行動基準」を策定し、社会に開かれた企業としての基盤の整備
に努めております。

　当社の企業規模から、監査役会設置会社の形態が最適であると判断し、取締役会および監査役会により、業務執行の監督および監査を行って
おります。

　今般、当社は、2021年５月14日開催の取締役会において、取締役会の意思決定および監督強化ならびに経営環境の変化に迅速に対応できる
機動的な体制を構築することを目的として、執行役員制の導入を決定し、2021年６月25日より運用を開始するとともに、経営会議、執行役員会等
の任意の機関を設置し運用を行っております。

　取締役会は、執行役員制の導入に伴い、取締役は員数を2021年３月31日時点の９名から４名を減員した５名（うち社外取締役１名）で構成され、
法令または定款で定められた事項をはじめ、経営方針や事業計画、投資計画、子会社の設立・出資など、「取締役会規程」に定めた経営に関わる
重要事項の意思決定を行い、業務執行状況を監視・監督する機能をより強化しております。

　当事業年度において、取締役会は定例取締役会を７回開催し、経営の基本方針その他重要事項を決定しました。

　当社の子会社の業務の適正を確保するため、当社の担当取締役は子会社の非常勤取締役に就任し、子会社を監視・監督しております。また、
当社は子会社の業務執行状況を「関係会社管理規程」に従って統括管理しております。

　リスク管理体制等としては、当社内部統制システムを踏まえ、リスクマネジメントに関するリスクマネジメント規程を規定し、当社および子会社にお
いて近い将来予想されるリスクおよび潜在リスクを排除、防止するとともに、役員・従業員が倫理・法令を順守するよう、社長を委員長とするリスク
マネジメント委員会を随時開催しております。

　リスクマネジメントおよびコンプライアンスの全社総括責任者としてリスクマネジメント担当役員およびコンプライアンス担当役員を選定しておりま
す。

　また、コンプライアンスの相談・通報窓口として、リスクマネジメント担当役員・コンプライアンス担当役員の他、担当部門および社外の弁護士に
ホットラインを設置しております。

　さらに、品質マネジメントを維持・向上させるための品質会議、環境負荷低減を果たすための環境委員会および使用人の災害防止と健康増進の
ための安全衛生委員会を定期的に開催しております。

　企業経営および日常の業務に関しては、必要に応じて、顧問弁護士から経営判断上の参考とするためのアドバイスを受けられる体制を採ってお
ります。



２．監査役監査および内部監査の状況

　監査役会は、監査役３名（うち社外監査役２名）で構成され、各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、業務の分担等に従い、取締役会への
出席や業務、財産の状況の調査等を通じ、取締役の職務遂行の監査を行っております。当事業年度における常勤監査役の取締役会出席率は
100%であり、業務執行状況を把握し、必要に応じた提言を行っております。また、常勤監査役は内部監査部門（監査室）から月に一回、当月の内
部統制業務の報告を受けるほか、定期的に会合をもち、情報の交換を行っております。当事業年度においてはタイ子会社の監査について監査法
人および監査室と連携し、全社統制、決算統制の実施状況の監査を行っております。内部統制制度に基づく重要プロセスの整備・運用状況につ
いても、監査室等から定期的な報告を受け、監査活動を実施し監査役会で審議・情報交換を行っております。当事業年度において、監査役会は７
回開催しております。

　２名の社外監査役について、両名とも出席率は100%であり、監査役会においては、社外監査役として行った監査の報告を行い、他の監査役が
行った監査について適宜質問するとともに、必要に応じ社外の立場から意見を述べております。

　また、会計監査の適正性を確保するため、監査役会は会計監査人から、会社法に基づく会計監査の報告を受けております。金商法に基づく監
査については会計監査人から財務諸表監査（会計監査）と内部統制監査の報告を受けております。

　なお、常勤監査役藤井利光は、品質管理業務に長年携わっており、コンプライアンスやリスクマネジメント、内部監査に関する相当程度の知見を
有するものであります。

　監査役または監査役会の活動に対する新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、情報収集のための研修・会合等への出席には影響を受けてお
りますが、今後、子会社や営業部門の監査、重要な会合等への出席については感染予防対策を適切に行うとともに、ＷＥＢ会議の一層の活用を
考えております。

　監査室（１名）はその独立性を確保するため社長直轄の組織とし、各部門の業務遂行状況、内部統制制度の整備・運用状況について内部監査
を行っており、その内容についてリスクマネジメント委員会で審議しております。

　金商法に基づいた内部統制監査を行うとともに、事業年度における重点項目を選定し、内部統制の視点からモニタリングや内部監査を実施して
おります。当事業年度の具体的な取組みとしては規制貨物の取扱いが適法に実施されているかの確認のため、関連帳票の精査を行いました。ま
た、下請法遵守状況の確認のため、対象全部門の内部監査を実施しました。

　新型コロナウイルス感染症の影響下において適切な監査業務を遂行するため、営業所等他の事業拠点とのやり取りを従来以上に電子データの
やり取りでの監査業務の実施を指向しております。また、海外子会社の往査が当面の間、困難であることからＷＥＢ会議の活用をしてまいります。

３．会計監査の状況

a.監査法人の名称

　有限責任 あずさ監査法人

b.継続監査期間：51年

　上記は調査が著しく困難であったため、現任の監査人である有限責任 あずさ監査法人の前身の一つである監査法人朝日会計社が監査法人組

織になって以降の期間について記載したものです。実際の継続監査期間はこの期間を超える可能性があります。

c.業務を執行した公認会計士

　神宮　厚彦　氏

　成田　孝行　氏

　この両氏の当社の財務書類に係る監査年数は、いずれも７年を超えておりません。

d..監査業務に係る補助者の構成

　同監査法人に所属する公認会計士３名、会計士試験合格者等４名、その他３名であります。

４．社外取締役および社外監査役との責任限定契約

　当社は、社外取締役および社外監査役が期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項
の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低限度額としてお
ります。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役または社外監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大
な過失がないときに限られます。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社の企業規模から、監査役会設置会社の形態が最適であると判断し、取締役会および監査役会により、業務執行の監督および監査を行って
おります。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定 第122期定時株主総会は、集中日より２営業日前の2021年６月25日に開催しました。

電磁的方法による議決権の行使
インターネットによる議決権行使は、パソコンまたはスマートフォンから行うことができま
す。

その他
当社のウェブサイト（http://www.tohokusteel.com/ja/ir.html）において招集通知等を開示
しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

IR資料のホームページ掲載
業績の推移、業績予想等を掲載

掲載アドレス　http://www.tohokusteel.com/

IRに関する部署（担当者）の設置
ＩＲ担当役員 取締役 板橋弘昭

ＩＲ事務連絡責任者 総務人事部長 高橋隆行

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「東北特殊鋼企業倫理憲章」に明記しております。本報告書「Ⅰ １．基本的な考え方」をご

参照ください。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

　当社は国際的環境基準であるISO14001を2000年に取得し、会社一丸となり環境に対す
る取り組み行っており、地球環境の保全が人類共通の重要課題であることを認識し、下記
のとおり、環境方針を定め、事業活動の全域で環境保全に積極的に取り組んでいます。ま
た、「環境委員会」を設置し、製造過程の見直しや省エネ活動等の実施と施策管理を行い
つつ、全社として関連法令への遵守に取り組んでおります。

　中期経営計画においては、人材多様化を促進するとともに人事制度見直し、全社階層別
育成プログラム完成させること、社会変革を支える環境価値を生む開発商品を提供するこ
とを掲げました。今後、新たな経営計画策定の際に、人的資本および知的財産への投資
等を計画に盛り込む場合は、当該情報について積極的に開示をいたします。

【環境方針】

1.環境に関する法規制はもとより、県・町及び業界・地域等との取り決め事項を順守する。

2.環境保全に関する環境目的及び目標を明確にして計画的に活動すると共に、自主監査
により活動状況と結果を確認し、タイムリーに必要な見直しを行う。

3.事業活動の中で環境影響を的確に捉え汚染防止に努めると共に、省エネ・省資源・リサ
イクル化を積極的に推進し、環境負荷低減の継続的な改善に努める。

4.環境方針を文書化し、組織で働く又は組織のために働くすべての従業員に周知するとと
もに外部に対して開示する。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

「東北特殊鋼企業倫理憲章」の中で、「株主をはじめ社会と広くコミュニケーションを保ち、
企業情報を的確かつ公正に開示する」ことをうたっており、これに基づいて定めた「東北特
殊鋼の行動基準」の冊子を経営者をはじめ全社員に配布し、その徹底を図っております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１．内部統制基本方針

　当社は会社法および会社法施行規則に基づき、以下のとおり、当社および当社子会社の業務の適正を確保するための体制を整備し、法令順
守、財務報告の信頼性、業務の有効性・効率性確保、リスク管理に努めるとともに、社会経済情勢その他環境変化に応じて不断の見直しを行い、
その改善・充実を図る。

２．取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　当社は「東北特殊鋼企業倫理憲章」および「東北特殊鋼の行動基準」を制定しすべての取締役および使用人に配布するとともに、代表取締役社
長が「倫理をもって行動し法令を順守していくことの重要性」の周知を図る。

　また、当社は代表取締役社長を委員長とする「リスクマネジメント委員会」を設置、リスクマネジメント・コンプライアンス担当役員を選任し、取締
役、使用人が「東北特殊鋼の行動基準」を順守するよう啓蒙、監査、改善、是正に努める。リスクマネジメント委員会はコンプライアンス体制の調
査、法令ならびに定款上の問題の有無を調査し、取締役会に報告する。

　代表取締役社長は監査室を直轄する。監査室は指示に基づき業務執行状況の内部調査を実施し、代表取締役社長に報告する。

３．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　当社の取締役の職務の執行に係る情報は文書または電磁的媒体に記録され、「文書管理規程」に従い保存される。当社の取締役および監査役
はこれらの文書等を常時閲覧できる。

　また、保存情報は「情報管理規程」「個人情報取扱管理規程」に基づき適正に管理される。

４．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社の「リスクマネジメント委員会」は当社および子会社において近い将来予想されるリスクおよび潜在リスクを排除、防止するための審議を行
う。突発危機発生時は対外的影響を最小限にするための対応策を協議する。当社は宮城県沖地震や東日本大震災を想定した地震対策を計画的
に実行し、生産設備等の耐震性強化を図っている。

　また、当社は品質マネジメントを維持・向上させるための「品質会議」、環境負荷低減を果たすための「環境委員会」および使用人の災害防止と
健康管理増進のための「安全衛生委員会」を定期的に開催する。

５．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　当社は取締役および使用人が共有する目標を定め、これに基づく3年度を期間とする中期経営計画を策定する。

　取締役会は中期経営計画の具体化として、事業部門別の業績目標と予算を6ヵ月ごとに設定する。

　当社は中期経営計画、業績目標を達成するために取締役の職務権限と分担を明確にして、職務の執行が効率的に行われることを確保する。

　当社は「取締役会」を3ヵ月に1回以上開催し、経営の方針、法令で定められた事項およびその他経営に関する重要事項を決定するとともに、業
務執行状況を監視・監督してする。さらに、決裁事項に関する周知、業務執行が効率的に行われるよう毎月1回「執行役員会」を開催する。

６．当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　当社の担当取締役は子会社の非常勤取締役に就任し、子会社を監査、監視する。

　コンプライアンスについては、当社は子会社に「東北特殊鋼企業倫理憲章」および「東北特殊鋼の行動基準」を配布し、法令順守意識を周知させ
るように努める。

　当社経営企画部および業務部は以下の事項につき「関係会社管理規程」に従って統括管理する。

　（１）当社の子会社の取締役および使用人の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　（２）当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　（３）当社の子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　（４）当社の子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、代表取締役社長は監査役と協議の上、監査室員を監査役の補助すべき使用
人として指名することができる。

８．監査役の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役が指定する補助すべき期間中は、指名された使用人への指揮権は監査役に移譲されたものとし、取締役の指揮命令は受けないものとす
る。

　当該使用人の人事異動については監査役の同意を得るものとする。

９．監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

　取締役は監査役の職務を補助すべき使用人が監査役の指揮命令に従う旨を他の使用人に周知徹底するとともに、当該使用人が監査役の職務
を補助するのに必要な時間を監査室長に確保させる。

１０．その他の監査役への報告に関する体制

　監査役は業務執行に関する重要な会議に出席することができる。

　当社の取締役および使用人は当社の監査役に対して、法定の事項に加え、以下の事項の報告を速やかに行うものとする。

　（１）当社および子会社の業務または財務に重大な影響を及ぼす恐れのある事項

　（２）取締役または使用人が法令違反、定款違反をする恐れのある場合

　（３）内部監査の実施状況

　（４）従業員の情報提供・相談窓口（ホットライン）の通報状況

　また、子会社の取締役および使用人ならびにこれらの者から報告を受けた者は、当社の監査役に対して、子会社に関する（１）～（４）に掲げる事
項の報告を速やかに行うものとする。

　監査室は当社の社長に子会社監査の結果報告の際に、子会社の取締役、監査役および使用人から聴取した内容を当社の監査役に報告する。

１１．監査役に報告をした者が報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

　監査役に通報・報告をした者が監査役に通報・報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを「内部通報規程」に定める。



１２．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の

　　　処理に係る方針に関する事項

　監査役が職務の執行について生ずる費用の前払いまたは債務の償還を請求したときは、経営企画部および総務人事部において審議のうえ、そ
の必要が認められない場合を除き、速やかに処理する。

１３．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は「監査役会規程」および「監査役監査基準」に基づく独立性と権限により、監査の実効性を確保するとともに、内部監査部門および会計
監査人と緊密な連携を保ちながら自らの監査成果の達成を図る。

１４．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方とその整備状況

　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体に対しては、弁護士や警察等とも連携し、毅然とした姿勢で組織的に対応す
る。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体に対しては、弁護士や警察等とも連携し、毅然とした姿勢で組織的に対応す
る。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

１．適時開示体制の概要

　当社は、投資者への適時適切な会社情報の開示が健全な証券市場の根幹をなすものであることを十分に認識するとともに、常に投資者の視点
に立った迅速、正確かつ公平な会社情報の開示を適切に行えるよう社内体制の充実に努めるなど、投資者への会社情報の適時適切な提供につ
いて真摯な姿勢で臨んでおります。

２．当社の適時開示に係る体制

　当社における重要な決定事実や発生事実に関する情報は、社長を経由して情報管理責任者（情報開示担当取締役）が集約・管理する体制を構
築しております。

　情報管理責任者は、株式会社東京証券取引所が定める適時開示等規則により適時開示事項に該当するか否かの判断を行い、該当する場合
は速やかに情報管理担当部門（総務人事部）に指示し適時開示を行っております。

　また、適時開示等規則において開示義務がないとされる情報についても、投資家の投資判断に影響を与えると思われる情報については、上記と
同様に公表することとしております。


